
（参考様式７添付書類1）
年 月 日

サービス提供体制強化加算に関する届出書（介護予防通所介護相当サービス）

5　介護職員等の状況
（１）サービス提供体制強化加算（Ⅰ）

①に占める②の割合が70％以上

① 人

② ①のうち介護福祉士の総数（常勤換算） 人

又は
①に占める③の割合が25％以上

③ 人

（２）サービス提供体制強化加算（Ⅱ）

①に占める②の割合が50％以上

① 人

② ①のうち介護福祉士の総数（常勤換算） 人

（３）サービス提供体制強化加算（Ⅲ）※介護福祉士等の状況、勤続年数の状況のうち、いずれか１つを満たすこと。

①に占める②の割合が40％以上

① 人

② ①のうち介護福祉士の総数（常勤換算） 人

①に占める②の割合が30％以上

① 人

② 人

要件を満たすことが分かる根拠書類を準備し、指定権者からの求めがあった場合には、速やかに提出すること。備考

勤続年数の状況

サービスを直接提供する者の総数
（常勤換算）

①のうち勤続年数７年以上の者の総数（常
勤換算） 有 ・ 無

介護福祉士等の
状況

介護職員の総数（常勤換算）

有 ・ 無

介護福祉士等の
状況

介護職員の総数（常勤換算）

有 ・ 無

有 ・ 無

①のうち勤続年数10年以上の介護福祉士の
総数（常勤換算） 有 ・ 無

3　施 設 種 別 　介護予防通所介護相当サービス

4　届 出 項 目
　１　サービス提供体制強化加算（Ⅰ）　２　サービス提供体制強化加算（Ⅱ）
　３　サービス提供体制強化加算（Ⅲ）

介護福祉士等の
状況

介護職員の総数（常勤換算）

1　事 業 所 名

2　異 動 区 分 　１　新規　　　２　変更　　　３　終了



（別紙３１）

サービス提供体制強化加算算定要件確認書 事業所名

特定事業所加算(訪問介護)算定要件確認書
（単位：人）

Ａ　介護職
員（訪問介
護員等）の
総数

Ａのうち介護
福祉士の総
数

Ａのうち介護
福祉士及び
実務者研修
修了者等の
総数

Ａのうち勤続
年数　　　年
以上の者の
総数

Ａのうち勤続
年数10年以
上の介護福
祉士の総数

Ｂ　看護師
等の総数

Ｂのうち勤続
　　年以上の
者の総数

Ｃ　サービス
を直接提供
する理学療
法士、作業
療法士又は
言語聴覚士
の総数

Ｃのうち勤続
年数　　年以
上の者の総
数

Ｄ　サービス
を直接提供
する者の総
数

Ｄのうち勤続
年数７年以
上の者の総
数

Ｅ　（看護・）
介護職員の
総数

Ｅのうち常勤
の者の総数

４月
５月
６月
７月
８月
９月
１０月
１１月
１２月
１月
２月
合計
実績月数
（単位：月）

平均 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

（単位：時間）

※１　各事業の算定に必要な部分のみ記載してください。

※２　各要件を満たす場合については、それぞれ根拠となる書類（資格証、別紙３２　勤続年数確認書、別紙３３　常勤職員確認書等）も提出してください。

※３　前年度の実績が６月に満たない場合は下の表を利用してください。

前々々月

前々月

前月

合計
平均

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

常勤職員が勤務すべき１週あたりの時間数



（参考様式７添付書類３）

事業所名

備考

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

勤続年数確認書

採用年月日氏　名


